
 

第１号様式（第３条関係） 

 

令和７年度津市自家消費型家庭用太陽光発電設備等設置費補助金交付申請書 

 

令和▲▲年▲▲月▲▲日  

 

（宛先）津市長 

 

住 所  津市▲▲▲▲▲▲▲▲▲ 

 
フリガナ    ツシ   タロウ 

申請者 氏 名  津市 太郎              
         ※ 自署でない場合は、記名と押印が必

要です。 
 

電 話（▲▲▲－▲▲▲－▲▲▲▲） 
 

令和７年度において津市自家消費型家庭用太陽光発電設備設置事業を実施したいので、津市補助金等

交付規則第３条の規定により、津市自家消費型家庭用太陽光発電設備等設置費補助金の交付について、

次のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 交付申請額の合計              ７３０，０００   円（千円未満切捨） 

 

□ 太陽光発電設備             ４２０，０００   円（千円未満切捨） 
補助金額の計算方法 

最大出力値（単位はｋＷで、小数点以下を切り捨てた値とし、１０ｋＷを限度とする。）に、１ｋＷ当たり７万円又は

１ｋＷ当たりの補助事業に要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）のいずれか低い値を乗じて得た額 

  

□ 蓄電池                 ３１０，０００    円（千円未満切捨） 
補助金額の計算方法 

ア １ｋＷｈ当たりの蓄電池の価格（蓄電池に係る補助事業に要する費用（消費税及び地方消費税を除く。）をいう。

以下同じ。）が１５５，０００円以下の場合にあっては、蓄電池の価格に３分の１を乗じて得た額とする。ただし、

蓄電池の定格容量値（小数点第２位以下を切り捨てた値）が１０ｋＷｈを超える場合にあっては、蓄電池の価格に３

分の１を乗じて得た額に、１０ｋＷｈを蓄電池の定格容量値で除した値を乗じて得た額とする。 

イ １ｋＷｈ当たりの蓄電池の価格が１５５，０００円を超える場合にあっては、定格容量値（１０ｋＷｈを限度とす

る。）に１ｋＷｈ当たり１５５，０００円を乗じて得た額に３分の１を乗じて得た額とする。 

 

２ 補助事業の目的及び効果 

（記入例 地球温暖化対策等の推進に協力するため） 
 

   
 

３ 関係書類 

⑴ 事業計画概要及び収支予算書（裏面記載のとおり） 

⑵ 補助金額算出シート（交付申請時） 

⑶ 対象設備の設置に係る複数の販売事業者による見積書の写し 

⑷ 対象設備の設置場所及び付近の見取図 

⑸ 対象設備の仕様書 

⑹ 誓約書 

⑺ 対象設備で発電する電力の消費計画書 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

交付申請書記入例（１枚目/２枚） 

※ 訂正箇所があるときは、必ず訂正印で訂正してください。修正

液や修正テープは不可とします。 

現在お住まいの住宅等の住所を、記入してください。 

※交付決定後、こちらに記入いただいた住所宛てに 

交付決定通知書を郵送しますので、お間違えの無い 

ようご注意ください。 

申請書が自署でない場合、記名

に加え朱肉を使用する印鑑で押

印してください。 

ただし、シャチハタなどのゴム

印は不可です。 

✓ 

✓ 

津市の地域脱炭素の実現に協力するため 



令和７年度津市自家消費型家庭用太陽光発電設備等設置事業・事業計画概要及び収支予算書 

事

業

計

画

概

要 

 
１ 事業の種類及び期間 

 
 

⑴ 事業の種類 

□ 既築  □ 専用住宅  

 の □ 併用住宅 に太陽光発電設備等を設置する。 

□ 新築  □ 共同住宅  

 

 ⑵ 事業の期間 

ア 事業の開始（予定）年月日     令和 ▲▲ 年 ▲▲ 月 ▲▲ 日 
 

イ 事業の完了（予定）年月日     令和 ▲▲ 年 ▲▲ 月 ▲▲ 日 

 

２ 設備の設置場所 
 

〒 ▲▲▲ － ▲▲▲▲ ／ 津市▲▲▲▲▲▲▲▲▲              
 
 

３ 設置する設備の概要 

項  目 内  容 

□ 太陽光発電設備 

 
太陽電池モジュールの公称最大出力の合計      ７．０  ｋＷ 

パワーコンディショナーの定格出力の合計          ６．０  ｋＷ 

□ 蓄電池 

 
カタログ等に記載の定格容量  ６．００ ｋＷｈ 

 □ 別に定める「蓄電池の仕様」を満たすものであることを確認した。 

  ※ 太陽光発電設備の出力及び蓄電池の定格容量の値は、カタログ等に記載の通りに記入し

てください。 

 

４ 設備の販売又は設置事業者名 
 

法人名   ▲▲▲▲▲／事業所所在地 〒▲▲▲－▲▲▲▲／  ▲▲▲▲▲▲▲▲   

 

担当者名   ▲▲▲▲／所属する事業所の電話番号 ▲▲▲－▲▲▲－▲▲▲▲     
 

収 入 の 部 支 出 の 部 

項目及び内容 金 額 補助金額 項目及び内容 金 額 補助金額 

津市補助金 730,000 円 730,000 円 補助対象事業費 4,000,000 円 730,000 円 

自己資金 3,670,000 円  消費税 400,000 円  

合 計 4,400,000 円 730,000 円 合 計 4,400,000 円 730,000 円 

※「収入の部合計」と「支出の部合計」が同じ金額になっていること。 

 

  

交付申請書記入例（２枚目/２枚） 

※ 訂正箇所があるときは、必ず訂正印で訂正してください。

修正液や修正テープは不可とします。 

✓ 

✓ 

✓ 

✓ 

補助対象事業費等は、交付申請額算

出シートに記入された額と等しいか

必ずご確認ください 

✓ 



補助金額算出シート（交付申請時） 

補助対象 

事業費 

補助対象事業費 

（税抜） 
①４，０００，０００円 消費税 ② ４００，０００ 円 

  
うち太陽光発電設備 

（税抜） 
③３，０７０，０００円   うち太陽光発電設備 ④ ３０７，０００ 円 

  
うち蓄電池 

（税抜） 
⑤   ９３０，０００円   うち蓄電池 ⑥  ９３，０００ 円 

総事業費 

総事業費 ① ＋ ②    ４，４００，０００ 円 

    うち太陽光発電設備 ③ ＋ ④    ３，３７７，０００ 円 

  うち蓄電池 ⑤ ＋ ⑥    １，０２３，０００ 円 

太陽光発

電 

設備 

最大出力 

１．太陽電池モジュールとパワーコンディショナーの最大出力の低い方の値 

  ※１０ｋＷよりも大きい場合は、１０ｋＷ 

⒜    ６．０ ｋＷ 

２．⒜を小数点以下切り捨て ⒝    ６   ｋＷ 

交付申請額 

１ｋＷ当たりの工事費及び設備費の計算 

 ③ （円）÷ ⒜ （ｋＷ）＝（ｱ）  ５１１，６６６ 円／ｋＷ 

交付申請額の計算 

･（ｱ）が７０，０００円/ｋＷ以上の値の場合 

 ⒝ （ｋＷ）×７０，０００（円／ｋＷ）＝（ｲ）４２０，０００円 

･（ｱ）が７０，０００円/ｋＷよりも低い値の場合 

 ⒝ （ｋＷ）× （ｱ） （円／ｋＷ）＝（ｲ）        円 

交付申請額 

（ｲ）  ４２０，０００ 円 

蓄電池 

定格容量 

⒞   ６．００ ｋＷｈ 

⒞を小数点第２位以下切り捨て ⒟   ６    ｋＷｈ 

交付申請額 

１ｋＷｈ当たりの工事費及び設備費の計算 

 ⑤ （円）÷ ⒞ （ｋＷｈ）＝（ｳ）１５５，０００ 円／ｋＷｈ 

交付申請額の計算 

・（ｳ）が１５５，０００円／ｋＷｈ以下の値の場合 

 

・⒟が１０ｋＷｈ以下の値の場合 

  ⑤ （円）÷３＝（ｴ）  ３１０，０００ 円 

・⒟が１０ｋＷｈを超える値の場合 

 ⑤ （円）÷３×（１０（ｋＷｈ）÷ ⒟ （ｋＷｈ））＝（ｴ）          円 

・（ｳ）が１５５，０００円／ｋＷｈを超える値の場合 

  

・⒟が１０ｋＷｈ以下の値の場合 

 ⒟ （ｋＷｈ）×１５５，０００（円／ｋＷｈ）÷３＝（ｴ）          円 

・⒟が１０ｋＷｈを超える値の場合 

１０（ｋＷｈ）×１５５，０００（円／ｋＷｈ）÷３＝（ｴ）５１６，６６６円 

交付申請額 

（ｴ）を１，０００円未満切捨 （ｵ）  ３１０，０００ 円 

交付金額合計  （ｲ） （円）＋ （ｵ） （円）＝（ｶ）  ７３０，０００ 円 

交付申請書２枚目に記載している太陽電池モジュール

の公称最大出力とパワーコンディショナーの最大出力

のうち、低い方の値になっているかご確認ください。 

 

１ｋＷｈ当たりの工事費及び設備費によ

り、交付申請額の計算方法が異なります。正

しい計算がされているか、ご確認ください。 



 

 
 

交付申請書用チェックリスト 
 

 補助金交付申請書を提出される方は、事前にこのチェックリストで記入内容などに間違いがないかを確認して

ください。なお、記入方法については、交付申請書記入例をご覧ください。 

 関係書類の不足、申請書内の未記入や誤記入がある場合は受け付けませんのでご注意ください。 

 

項目 確認事項 ✔ 

補助金交付申請書は、津市指定の様式（第 1号様式）を使用していますか。 □ 

訂正箇所がある場合は、訂正印を押して訂正していますか。 ※修正液・修正テープは禁止 □ 

表

面 

申請者住所 ・現住所が津市以外でも申請可能です。 

※新築の住宅の場合は、実績報告書提出時点で、裏面「２ 対象

設備の設置場所」に住民登録していることが必須条件です。 

□ 

申請者氏名（フリガナ） 申請者本人の氏名を記入しましたか。 □ 

押印 

※申請書が自署でない場合 

朱肉を使用する印鑑で押印しましたか。 

※シャチハタなどのゴム印は不可です。 
□ 

１ 交付申請額の合計額 ・交付申請額の合計、対象設備ごとの交付申請額は記入しました

か。 

・該当箇所にチェックを入れましたか。 

□ 

２ 補助事業の目的及び効果 記入しましたか。 

・例１ 地球温暖化対策に協力するため 

※「家計の節約のため」など、補助事業の本旨と一致しないものは

不可 

□ 

 

 

 

 

 

 

 

 

裏

面 

１ 事業の種類及び期間 

  ⑴事業の種類 

事業の種類にチェックを入れましたか。 
□ 

１ 事業の種類及び機関 

  ⑵事業の期間 

事業の開始（予定）年月日は交付申請日よりも前の日でないこと

を確認しましたか。 

※必ず交付決定通知書を受領してから事業を開始する必要があり

ます。 

□ 

事業の完了（予定）年月日は１月末日までの範囲内になっていま

すか。 
□ 

２ 設備の設置場所 記入しましたか。 □ 

３ 設置する設備の概要 ・該当箇所にチェックを入れましたか。 

・太陽電池モジュールの公称最大出力の合計を正しく記入しました

か。 

・パワーコンディショナーの定格出力の合計は正しく記入しました

か。 

・蓄電池の定格容量を正しく記入しましたか。 

・蓄電池は環境共創イニシアチブの登録済製品であり、「蓄電池の

仕様」を満たすものであることを確認しましたか。 

※太陽光発電設備の最大出力及び蓄電池の定格容量は仕様書

に記載の通り記入してください。 

□ 

４ 設備の販売又は設置業者

名 

記入しましたか。 
□ 

収入の部、支出の部 「収入の部・合計」と「支出の部・合計」が同じ金額になっています

か。 
□ 

補助対象設備は、増設または買替されるものではありませんか。 

※増設及び買替されるものは対象外となります。 
□ 

併用住宅の店舗部や、共同住宅で他の居住者との共用部で当該設備で発電した電力が使用されるもの

ではありませんか。 
□ 

裏面へ続く 



 

 

項目 確認事項 ✔ 

補 

助 

金 

額 

算 

出 

シ 

ー 

ト 

補助対象事業費 交付申請書に記入した補助対象事業費の内訳が分かるように記入

しましたか。 
□ 

総事業費 交付申請書の「収入の部・合計」と一致していますか。 □ 

太陽光発電設備 1.最大出力は交付申請書裏面の太陽電池モジュールとパワーコン

ディショナーの最大出力のうち、低い方の値となっていますか。 
□ 

2.（イ）は、（ア）の値に応じて適切な値となっていますか。 
□ 

蓄電池 1（エ）は、（ウ）及び⒟の値に応じて適切な値となっていますか。 □ 

2.（オ）は１，０００円未満で切り捨てられたものになっていますか。 □ 

交付金額合計 （カ）は（イ）と（オ）の合計額になっていますか。 □ 

添

付

書

類 

対象設備の見積書の写し 見積書から総事業費の内訳の額が算出できますか □ 

複数見積をとったことが確認できる他の施工業者の見積書を添付し

ましたか。 

※やむを得ず複数見積がとれなかった場合は、受付時にその理由を

説明してください。 

□ 

対象設備の設置場所 敷地図から設備の設置場所が確認できますか。 

※太陽光発電設備、蓄電池それぞれの場所が確認できるように、

印等をつけて添付してください。 

□ 

付近の見取図 見取図から設備を設置する住宅が確認できますか。 □ 

対象設備の仕様書 

（太陽光発電設備と蓄電

池の両方を申請の場合

は、それぞれの仕様が分か

るカタログ等） 

□ メーカー名 □ 型式 

□ 
□ 

最大出力（太陽光発電設

備） □ 

外観（太陽光発電設備はモ

ジュール及びパワーコンディ

ショナー） 

□ 定格容量（蓄電池） □ 表紙と裏表紙 

□ 蓄電池は環境共創イニシアチブの登録済製品ですか。 

誓約書 

（申請者・施工業者） 

申請者・施工業者それぞれのものを添付していますか。 
□ 

対象設備で発電する 

電力の消費計画書 

1．年間の①発電想定量、②自家消費想定量、③売電想定量（売

電をする場合）が記載されていますか。 
□ 

2．発電電力の自家消費率は 30%を超えていますか。 

（自家消費量/発電量×100=自家消費割合） 
□ 

 
 


